
【債務者が中小企業者である場合】
上段は件数、下段()内は金額（単位：億円）

申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 実行率① 実行率②
(A) (B) (C) (B)/[(B)+(C)] （B)/（A）

62,356 42,683 1,115 16,475 2,083 97.5% 68.5%
(31,787) (24,453) (656) (5,986) (690) 

209,982 160,897 2,984 38,924 7,177 98.2% 76.6%
(58,946) (47,599) (792) (9,158) (1,392) 

5,410 4,221 129 569 491 97.0% 78.0%
(802) (477) (19) (277) (28) 

160,924 124,646 1,806 29,552 4,920 98.6% 77.5%
(30,218) (23,357) (408) (5,650) (794) 

25,525 20,459 216 4,108 742 99.0% 80.2%
(5,406) (4,361) (53) (861) (127) 

4 4 0 0 0 100.0% 100.0%
(4) (4) (0) (0) (0) 

1,703 1,553 14 114 22 99.1% 91.2%
(963) (774) (26) (150) (12) 

465,904 354,463 6,264 89,742 15,435 98.3% 76.1%
(128,129) (101,027) (1,956) (22,085) (3,046) 

※２　地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。

※７　信農連、信漁連はそれぞれ信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会の略。農林中央金庫及び当庁所管ではない京都府信漁連の計数を含む。

※８　記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。

※９　左端の欄中の（）内は22年３月末時点の金融機関数。

計数は現時点の速報値であり、今後の精査により変動しうる。

※５　全国信用協同組合連合会の計数を含む。

※６　労働金庫連合会の計数を含む。

※１

※３　その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。

※２

※７

主要行等(11)

地域銀行(107)

その他の銀行(29)※３

合計(661)

信農連・信漁連(67)

※４　信金中央金庫の計数を含む。

中小企業金融円滑化法に基づく貸付けの条件の変更等の状況について
（施行日から平成22年３月末までの実績）

※１　主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、 三井住友銀行、 りそな銀行、中央三井信託銀行、
　　　 住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。

信用金庫(273)

信用組合(160)

労働金庫(14)

※４

※５

※６

速報値



【債務者が住宅資金借入者である場合】
上段は件数、下段()内は金額（単位：億円）

申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 実行率① 実行率②
(A) (B) (C) (B)/[(B)+(C)] （B)/（A）

11,400 5,577 298 4,756 769 94.9% 48.9%
(2,055) (1,015) (53) (864) (120) 

27,342 12,807 899 10,030 3,606 93.4% 46.8%
(3,945) (1,877) (125) (1,429) (512) 

724 402 47 240 35 89.5% 55.5%
(101) (51) (16) (28) (5) 

12,092 6,793 289 3,759 1,251 95.9% 56.2%
(1,666) (947) (38) (522) (154) 

2,125 1,252 53 626 194 95.9% 58.9%
(290) (172) (6) (85) (24) 

1,399 694 145 433 127 82.7% 49.6%
(190) (94) (20) (59) (15) 

44 29 1 10 4 96.7% 65.9%
(5) (3) (0) (1) (0) 

55,126 27,554 1,732 19,854 5,986 94.1% 50.0%
(8,254) (4,163) (259) (2,992) (833) 

※２　地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。

※７　信農連、信漁連はそれぞれ信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会の略。農林中央金庫及び当庁所管ではない京都府信漁連の計数を含む。

※８　記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。

※９　左端の欄中の（）内は22年３月末時点の金融機関数。

計数は現時点の速報値であり、今後の精査により変動しうる。

中小企業金融円滑化法に基づく貸付けの条件の変更等の状況について
（施行日から平成22年３月末までの実績）

※１　主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、 三井住友銀行、 りそな銀行、中央三井信託銀行、
　　　 住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。

※４　信金中央金庫の計数を含む。

※５　全国信用協同組合連合会の計数を含む。

主要行等(11) ※１

地域銀行(107) ※２

※３　その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。

合計(661)

信農連・信漁連(67) ※７

※６　労働金庫連合会の計数を含む。

労働金庫(14)

その他の銀行(29)※３

信用金庫(273) ※４

信用組合(160) ※５

※６

速報値


